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調査内容
１.最近の業績及び取り組み等について

・最近の主な事業改革や各種施策内容、現状の課題と今後の施策など

２.海外展開とその意義などについて

・海外事業展開の実施状況、海外展開の意義・目的など

３.人材育成について

・人材の過不足状況と求める人材など

４.企業形態と受発注取引の変化について

・発注量・受注量の変化とその理由、下請企業と今後の方向性など

５.公的支援策と公的機関の活用について

・最近利用した支援策・支援機関、今後活用したい支援策・支援機関等

調査回答企業
調査時期 2016年８月中旬～９月上旬

県内対象企業数 2,000社(製造業)

有効回答企業数 490社

有効回答率 24.5％

※記載のない限り、構成比については無回答除く、四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある。
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4人以下, 

0.8%

5～9人, 

7.6%

10～19

人, 16.7%

20～29人, 

16.7%30～49人, 

21.0%

50～99人, 

19.8%

100～199

人, 10.2%

200～299

人, 2.9%

300人以上, 

4.3%

回答従業者規模構成比

5,000百万円

以上, 6.0%

2,000～5,000

百万円未満, 

10.5%

1,000～2,000

百万円未満, 

13.8%

500～1,000百

万円未満, 

20.2%

100～500百万

円未満, 46.4%

100百万円未

満, 3.1%

売上高規模構成比

回答企業属性
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親企業, 18.3%

下請企業（１

次）, 40.7%

下請企業（２

次）, 11.5%

下請企業（３

次以下）, 4.9%

独立企業, 

24.5%

受発注企業としての形態

0.0%

0.2%

0.4%

0.4%

0.8%

1.0%

1.6%

1.6%

2.0%

2.2%

2.4%

2.7%

3.1%

3.5%

3.7%

3.9%

4.3%

5.5%

5.5%

6.5%

7.6%

12.2%

12.2%

16.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

なめし革・同製品・毛皮製造業

ゴム製品製造業

家具・装備品製造業

石油製品・石炭製品製造業

鉄鋼業

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

情報通信機械器具製造業

化学工業

その他の製造業

非鉄金属製造業

木材・木製品製造業（家具除)

印刷・同関連業

業務用機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

はん用機械器具製造業

プラスチック製品製造業

窯業・土石製品製造業

電子部品・デバイス・電子回路

電気機械器具製造業

金属製品製造業

食料品製造業

生産用機械器具製造業

回答業種構成比



Ⅰ.最近の業績及び取り組み等について

2012年度を100とした2015年度の売上高と経常利益の実績
2015年度を100とした2018年度の売上高と経常利益の予想の水準

１

4

33.7

54.6

14.9

41.5

26.9

33.1

9.9

16.7

28.2

36.0

12.7

15.7

16.8

28.7

8.1

22.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上高

2012→2015年度

経常利益

2012→2015年度

予想売上高

2015→2018年度

予想経常利益

2015→2018年度

増加（110以上） やや増加（101～109) 横ばい(100) やや減少(91～99) 減少



２ 現在の主力事業の成長ステージ

導入期, 5.0

拡大期, 20.4

成熟期, 59.5

衰退期, 15.1

（n=476）
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３

72.5 

56.1 

50.0 

42.4 

33.8 

31.1 

30.7 

24.6 

21.7 

19.3 

18.2 

14.8 

11.7 

9.2 

8.8 

7.4 

5.9 

1.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

人材育成

取引先の新規開拓

技術力の維持・向上

設備の更新・新設

従業員の確保

事業承継

製品開発力

コストダウン

技術承継

競争激化への対応

販売価格の維持

ニーズ変化への対応

人件費の抑制

原材料の不足・価格上昇

価格転嫁

納期短縮

為替相場の変動

その他

（注）複数回答のため合計は100％にならない （n=488）

（％）

現在の経営上の主要な課題について（５つまで選択）
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４

５

49.2 50.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

策定している 策定していない

（％）

（n=482)

7

＜経営理念について＞

自社における経営理念・社是の役割（機能）

３年以上の長期的な経営計画の策定有無

53.0 

47.4 

37.6 

34.8 

26.7 

20.1 

19.2 

11.3 

9.0 

9.0 

0 20 40 60

経営の方向性が明確になっている

社員の行動や考え方の規範となっている

存在意義が明確になっている

「企業の社会的責任」意識が向上する

経営戦略や経営方針の拠り所となっている

企業イメージを向上させている

重要な意思決定は経営理念に基づいて行われている

自社の成長に大きく寄与している

実際の経営活動には活かされていない

経営理念はない
（注）複数回答のため合計は100％にならない
（n=468）

（％）



６ 製造分野を中心とした「強み」と「弱み」、「今後力を入れたい点」
について（５つまで選択）
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＜製造分野を中心とした自社の強みについて＞

39.2 

30.3 

23.8 
23.6 

18.5 

18.0 
17.8 

17.1 

16.0 

16.0 

14.7 
13.4 

13.1 

11.6 

11.1 

10.9 

10.0 

8.9 

8.7 

7.6 

7.1 

4.7 

4.7 

4.2 

4.0 

3.6 

3.3 

1.8 

0.0 

0 20 40 60

営業・マーティング力

開発・設計

品質管理

提案力

生産管理

コストダウン力

ブランド力

先端設備

加工技術

ニッチ分野の開拓

情報収集力

取引先との信頼関係

取引先ニーズへの迅速・柔軟な対応

IT・ネットワーク

高シェア製品

優秀な協力企業

高度熟練技能

短納期対応

経営理念・戦略

多品種少量生産

試作力

量産対応

一貫生産

共同受注

特許

海外生産拠点

アフターサービス

地域内の補完体制

その他

（注）複数回答のため合計は100％にならない （n=449）

（％）
力を入れたい点

51.0 

28.8 

22.2 
21.3 

18.8 

17.7 
16.6 

15.5 

15.1 

14.9 

13.5 
11.5 

10.2 

10.2 

9.3 

8.9 

8.6 

8.0 

8.0 

7.5 

6.7 

6.0 

4.9 

4.4 

4.0 

2.0 

1.6 

0.9 

0.0 

0 20 40 60

営業・マーティング力

コストダウン力

開発・設計

先端設備

情報収集力

生産管理

提案力

量産対応

品質管理

短納期対応

ブランド力

IT・ネットワーク

高度熟練技能

取引先ニーズへの迅速・柔軟な対応

優秀な協力企業

高シェア製品

多品種少量生産

ニッチ分野の開拓

特許

経営理念・戦略

海外生産拠点

試作力

加工技術

一貫生産

共同受注

地域内の補完体制

アフターサービス

取引先との信頼関係

その他

（注）複数回答のため合計は100％にならない
（n=451）

（％）弱み

44.2 

42.8 

41.5 
35.6 

27.3 

24.5 
22.9 

18.9 

17.8 

17.2 

11.9 
11.5 

11.5 

8.8 

8.8 

7.8 

7.8 

7.3 

7.1 
5.7 

5.0 

5.0 

4.0 

3.4 

2.9 

2.9 

2.3 

1.0 

0.2 

0 20 40 60

取引先との信頼関係

多品種少量生産

加工技術

取引先ニーズへの迅速・柔軟な対応

短納期対応

品質管理

一貫生産

量産対応

開発・設計

試作力

生産管理

提案力

ブランド力

ニッチ分野の開拓

高シェア製品

高度熟練技能

優秀な協力企業

先端設備

営業・マーティング力

アフターサービス

情報収集力

海外生産拠点

コストダウン力

経営理念・戦略

地域内の補完体制

特許

共同受注

IT・ネットワーク

その他

（注）複数回答のため合計は100％にならない
（n=477）

（％）強み



７ ６の「今後力を入れたい点」について、そのために具体的に実施す
る施策について（３つまで選択）

46.7 

42.7 

30.3 

24.8 

20.8 

20.6 

20.0 

10.1 

7.4 

7.2 

7.2 

4.6 

1.5 

0 10 20 30 40 50

社員の外部派遣等、人材教育の強化

社内組織の整備

自社の技術・ノウハウの活用

他社との連携

関連情報の入手

補助金等支援策の活用

外部からの専門人材雇用

自社製品･サービスの提供ルートの活用

商社の活用

資本提携、Ｍ＆Ａ

公的研究機関との連携

大学との連携

その他 （注）複数回答のため合計は100％にならない （n=449)

（％）
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８ コア技術※のレベルについて、業界での自社の水準についての
自己認識

5.4 10.0 31.9 24.8 2.3 15.9 9.6

世界トップレベル 国内で業界トップレベル 国内で業界上位レベル

国内で業界中位レベル 国内で業界下位レベル コア技術はあるがレベルが分からない

コア技術自体が判然としない
（％）

（n=479)

※コア技術とは、持続的に競争優位を築くための核となるような一連の技術あるいは技術領域
で、自社の存在意義を示す中心的な技術を指す。
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９ 最近５年間で既に進出した新規事業分野
現在実施予定・検討している新規事業分野
（各３つまで選択）
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＜新規事業展開について＞

26.8 

22.9 

16.1 

12.7 

12.2 

11.2 

10.7 

10.2 

9.3 

8.3 

8.3 

6.3 

4.4 

4.4 

4.4 

2.9 

0 10 20 30

医療分野

自動車等交通分野

環境・省エネルギー分野

ロボット分野

工作・建設機械分野

食料品分野

情報・通信分野

農業分野

その他

介護福祉分野

航空・宇宙分野

新エネルギー分野

インフラ分野

素材分野

サービス分野

安全・防災分野

（注）複数回答のため合計は

100％にならない
（n=205）

（％）

５年間で進出した新規事業

27.1 

16.8 

14.8 

13.5 

12.9 

12.9 

12.3 

10.3 

9.0 

8.4 

8.4 

4.5 

4.5 

3.9 

3.2 

3.9 

0 5 10 15 20 25 30

医療分野

農業分野

航空・宇宙分野

環境・省エネルギー分野

介護福祉分野

ロボット分野

新エネルギー分野

情報・通信分野

自動車等交通分野

安全・防災分野

食料品分野

工作・建設機械分野

サービス分野

インフラ分野

素材分野

その他

（注）複数回答のため合計は100％

にならない

（n=155）

（％）

実施検討している新規事業



10 従業員の状況について
2013年3月末と比較した2016年３月末時点の従業員の変化について
（全体、正社員、非正規社員）

11 従業員全体と職種別の過不足状況について

7.3

9.9

1.6

1.9

1.1

7.5

59.4

49.6

44.7

54.6

71.0

77.5

33.3

40.6

53.7

43.4

27.8

15.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

製造部門

開発部門

営業部門

海外部門

事務・管理部門

過剰 適正 不足
12

Ⅱ.人材育成について

36.6

37.5

27.1

39.9

40.3

53.0

23.5

22.2

20.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

正社員

非正規社員

増加 横ばい 減少



12 最近３年間での求める人材の確保状況（全体・新卒・中途採用）

8.5

9.8

9.5

51.9

33.1

51.8

33.6

25.8

30.2

6.1

31.2

8.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

新卒

中途

充分確保できている ある程度確保できている あまり確保できていない 全く確保できていない

13 従業員に求める職業能力や技能水準の明確化について

8.9 43.6 21.4 16.5 9.5

明確にしている ある程度明確にしている どちらともいえない あまり明確にしていない 明確にしていない

（n=472)
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14 企業の形態について（親企業、独立企業、下請企業1次・2次・3次）

14

Ⅲ.下請企業を中心とした今後の方向性について

親企業, 18.3%

下請企業

（１次）, 

40.7%
下請企業

（２次）,

11.5%

下請企業

（３次以下）, 

4.9%

独立企業, 

24.5%



15 今後の受注製品(下請生産)と自社企画製品に関する意向について

15

受注製品（下請生

産）を主に, 46.3%

受注製品と自社企

画製品を併用, 

36.4%

自社企画製品を

主に, 17.4%



16 「受注製品（下請生産）を主に」と回答している企業に対して
下請生産を主とするメリット（３つまで選択）。

56.4 

39.9 

39.9 

29.8 

14.9 

9.6 

9.0 

4.3 

2.1 

0 10 20 30 40 50 60

仕事量が安定

取引に関するリスクが少ない

独自の製品開発・企画が不要

独自での営業活動が不要

対外的に自社の製品評価が高まる

自社の資金調達に好影響がある

その他

技術指導が受けられる

人的支援が受けられる

（注）複数回答のため
合計は100％にならない

（n=188）

（％）
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17 今後の取引企業との関係や自社の方向性について

18

57.8

28.5

27.5

37.4

23.8

34.5

35.7

31.6

18.4

37.0

36.8

31.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親企業への提案力強化

親企業への依存度引き下げ

他企業との連携強化（水平分業）

自社企画製品の開発

実行している 将来考えている 特に考えていない

17

自社企画製品を持つなど「脱下請」を図る上での課題

56.6 

51.4 

46.2 

41.6 

41.6 

37.3 

17.4 

4.9 

0 10 20 30 40 50 60

研究開発力不足

人材不足

販売能力不足

設計開発力不足

マーケティング能力不足

資金不足

情報不足

その他

（注）複数回答のため
合計は100％にならない
（n=327）

（％）



19 最近３年間の公的支援策の利用状況、今後活用したい支援策について
（各々５つまで選択）

18

Ⅳ.公的支援策並びに公的機関の活用について

30.6 

23.3 

18.0 

17.5 

17.5 

17.3 

15.5 

15.0 

14.3 

5.5 

2.5 

2.3 

2.0 

1.0 

0 10 20 30 40

利用していない

金融支援

人材確保支援（合同企業説明会等）

研究（技術）開発支援

人材育成支援

産学官連携支援

新製品・新サービス開発支援

販路開拓支援（国内）

企業立地支援（課税免除、助成金等）

販路開拓支援（海外）

知的財産活用支援

その他

ＩＴ利活用支援

創業支援

（注）複数回答のため

合計は100％にならない

（n=399）

（％）

最近3年間の支援策の利用状況

37.5 

37.5 

28.8 

28.8 

28.0 

25.1 

22.1 

17.5 

13.5 

12.9 

6.5 

3.8 

1.1 

1.1 

0 10 20 30 40

研究（技術）開発支援

人材育成支援

新製品・新サービス開発支援

販路開拓支援（国内）

人材確保支援（合同企業説明会等）

金融支援

産学官連携支援

企業立地支援（課税免除、助成金等）

販路開拓支援（海外）

ＩＴ利活用支援

利用していない

知的財産活用支援

創業支援

その他

（注）複数回答のため

合計は100％にならない

（n=371）

（％）

今後利用したい支援策



20 最近３年間で具体的に活用した公的支援機関、今後活用したい機関に
ついて

19

1.4

1.4

2.4

2.4

2.8

3.8

4.3
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県中小企業振興センターながの創業サポートオフィス

県工業技術総合センター創業支援センター

長野県テクノ財団新事業企画室

県中小企業振興センター長野県事業引継ぎ支援センター

県工業技術総合センター地域資源製品開発支援センター

県工業技術総合センターしあわせ信州食品開発センター

長野県テクノ財団ナノテク・国際連携センター

その他

県工業技術総合センター環境・情報技術部門

長野県産業人材育成支援センター

長野県テクノ財団地域センターメディカル産業支援室

県工業技術総合センター食品技術部門

長野県工科短期大学校

県中小企業振興センター中小企業再生支援協議会

長野県技術専門校

長野県テクノ財団地域センター

県中小企業振興センターよろず支援拠点

県工業技術総合センター精密・電子技術部門

県工業技術総合センター材料技術部門

県中小企業振興センターマーケティング支援センター

活用したい支援機関

活用した支援機関（3年間）

（n=238）

（n=211）

（％）


